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2021年度税制改正大綱（2020.12.21閣議決定）の概要 

 

 政府の「2021 年度税制改正大綱」が 2020 年 12 月 21 日に閣議決定された。

このうち（１）「新たな日常」に向けた企業の経営改革を実現する投資促進税制、

（２）コロナ禍を踏まえた企業の立ち直りに資する税制整備、（３）中小企業関

連税制の整備・創設について、そのポイントを紹介する。 

 なお、税制改正大綱における改正内容は、例年３月までの国会審議を経て法案

成立となることが通例となっている。よって、本内容については、今後の審議の

過程で変更となる可能性があることに十分留意されたい。 

 

（１）「新たな日常」に向けた企業の経営改革を実現する投資促進税制 

①カーボンニュートラルに向けた投資促進税制の創設 

 民間企業による脱炭素化投資の加速を図るため、産業競争力強化法に

新たな計画認定制度（中長期環境適応計画（仮称））を創設し、計画認

定制度に基づき、「①大きな脱炭素化効果を持つ製品の生産設備」、「②

生産工程等の脱炭素化と付加価値向上を両立する設備」の導入に対し

て、最大 10％の税額控除又は 50％の特別償却を選択適用することが

できる。 

 ただし、措置対象となる投資額上限は 500 億円までとし、控除税額

は、デジタルトランスフォーメーション投資促進税制と合計で法人税

額の 20％を上限とする。 

 

出所：経済産業省 令和 3 年度（2021 年度）経済産業関係 税制改正について 
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②ⅮＸ（デジタルトランスフォーメーション）投資促進税制の創設 

 ウィズコロナ・ポストコロナ時代を見据え、デジタル技術を活用した

企業変革（デジタルトランスフォーメーション）を実現するために、

産業競争力強化法に新たな計画認定制度（事業適応計画（仮称））を創

設し、部門・拠点ごとではない全社レベルのＤＸに向けた計画を主務

大臣が認定した上で、ＤＸの実現に必要なクラウド技術を活用したデ

ジタル関連投資に対し、税額控除（５％／３％）又は特別償却 30％と

の選択適用ができる。 

 ただし、投資額上限は 300 億円までとし、控除税額はカーボンニュー

トラルに向けた投資促進税制と合計で法人税額の 20％を上限とする。 

 

出所：経済産業省 令和 3 年度（2021 年度）経済産業関係 税制改正について 
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  ③研究開発税制の見直し 

 コロナ禍において、積極的に研究開発投資を維持・拡大する企業を後押

しするとともに、リアルデータ・ＡＩを活用してビジネスモデルを転換

する等、ＤＸの推進を図る目的から「①控除上限を法人税額の最大 50％

まで引上げ（一般型・中小企業技術基盤強化税制は 25％⇒30％）」、「②

研究開発費を維持・増加させるために税額控除率を改善」、「③クラウド

を通じてサービスを提供するソフトウエアに関する研究開発を対象に

追加」、「④ＯＩ（オープンイノベーション）型の監査要件の明確化や確

認プロセスの合理化」等を行う。 

出所：経済産業省 令和 3 年度（2021 年度）経済産業関係 税制改正について 
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④人材確保等促進税制（旧：中堅・大企業向け賃上げ税制）への見直し 

 ウィズコロナ・ポストコロナを見据えた企業の経営改革の実現のた

め、新卒・中途採用による外部人材の獲得や人材育成への投資を促進

する制度とした上で、２年間延長する。 

出所：経済産業省 令和３年度（2021 年度）経済産業関係 税制改正について 
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（２）コロナ禍を踏まえた企業の立ち直りに資する税制の整備 

  ①繰越欠損金の控除上限の特例 

 コロナ禍の厳しい経営環境の中で、赤字企業でもポストコロナに向けて、

事業再構築等に取り組んでいけるよう、経営改革に果敢に挑む企業に対

して繰越欠損金の控除上限を引き上げる。 

 具体的には、産業競争力強化法に新たな計画認定制度を創設し、事業再

構築等に向けた投資内容を含む事業計画（事業適応計画（仮称））を事

業所管大臣が認定。認定を受けた企業について、コロナ禍に生じた欠損

金を対象に、最長５事業年度の間、控除上限を投資の実行金額の範囲内

で最大 100％に引き上げる。 

 

 

出所：経済産業省 令和３年度（2021 年度）経済産業関係 税制改正について 
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  ②土地に係る固定資産税の負担調整措置等の延長と経済状況に応じた措置 

 土地に係る固定資産税について、現行の負担調整措置等を３年間（令和

３年４月１日～令和６年３月 31 日）延長するとともに、新型コロナウ

イルス感染症の影響を踏まえ、令和３年度は評価替えを行った結果、課

税額が上昇する全ての土地について、令和２年度税額に据え置きする。 

 

   出所：経済産業省 令和３年度（2021 年度）経済産業関係 税制改正について 

 

 

（３）中小企業を主な対象とする税制の整備・創設 

  ①中小企業を主な対象とする税制の改正内容一覧 

制度名 改正内容 主な制度内容 

中小企業の経営資源の集約化

に資する税制 
新設 ・②において後述 

中小企業経営強化税制 延長・見直し 

・中小企業の稼ぐ力を向上させる取組

を支援するため、中小企業経営強化

法の認定を受けた計画に基づく投資

について、即時償却又は税額控除

（10％）のいずれかを適用すること

ができる。 

・本改正により、Ｍ＆Ａの効果を高め

る設備として「経営資源集約化設備

（Ｄ類型）」を追加した上で適用期限

を２年間延長する。 
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中小企業投資促進税制 延長・見直し 

・中小企業における生産性向上等を図る

ため、一定の設備投資を行った場合

に、特別償却（30％）又は税額控除

（７％）のいずれかを適用することが

できる。 

・本改正により、「商業・サービス業・

農林水産業活性化税制」を取り込む形

で、対象業種に不動産業、商店街振興

組合等を追加した上で適用期限を 2 年

間延長する。 

地域未来投資促進税制 

※地域未来牽引事業計画の認

定を得た企業であれば大企

業も利用可能 

延長・拡充 

・地域経済を牽引する事業に対してより

投資効果の高い事業創出を促す設備投

資に対して、特別償却または税額控除

のいずれかを適用することができる。 

・本改正により、地域の経済活動が停止

するリスクを回避するため地域経済の

サプライチェーン強靱化に資する事業

を新たに支援する。 

中小企業防災・減災投資促進

税制 

延長・拡充 
・③において後述 

中小企業者等の法人税の軽減

税率 
延長 

・中小企業等の法人税率は、年 800 万

円以下の所得金額について 19％に軽

減（本則）。租税特別措置において、

更に 15％まで軽減されているが、適

用期限を２年間延長する。 

中小企業技術基盤強化税制 拡充・延長 ・（１）③にて既述 

所得拡大促進税制 

※中小企業向け 
延長・見直し 

・積極的な賃上げ等を行った企業に対

して給与等支給額の増加額の一部を

法人税から税額控除することができ

る。 

・本改正により、雇用を増やすことに

より所得拡大を図る企業も評価でき

るよう、適用要件を一部見直し・簡

素化した上で、適用期限を２年間延

長する。 

出所：「令和３年度（2021 年度）経済産業関係 税制改正について）を基に本会作成 
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  ②中小企業の経営資源の集約化に資する税制の創設 

 経営資源の集約化によって生産性向上等を目指す計画の認定を受

けた中小企業が、計画に基づくＭ＆Ａを実施した場合に「①設備

投資減税」、「②雇用確保を促す税制」、「③準備金の積立を認める

措置」を創設する。 

 
出所：経済産業省 令和３年度（2021 年度）経済産業関係 税制改正について 

 

  ③中小企業防災・減災投資促進税制の期限延長および拡充 

 中小企業による自然災害等に対する事前対策の強化に向けた設備投資

を後押しするための対象設備を追加した上で、適用期限を２年間延長

する。 

出所：経済産業省 令和３年度（2021 年度）経済産業関係 税制改正について 

以上 


